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独立行政法人交通安全環境研究所 平成２４年度事業報告書 

 

 

1.  国民の皆様へ 

 独立行政法人交通安全環境研究所は、研究活動を通じて行政の施策の支援として安全と環

境に関する基準の策定に資するとともに、自動車について国土交通省の行う型式指定の一環

として安全と環境基準への適合性の審査を実施し、さらにリコールに関する技術検証機能も

強化してきました。また、自動車、鉄道等を対象として、安全・環境に資するため利便性・

経済性の観点も含めた交通社会全体のあり方を探求するという、唯一性をもつ研究所でもあ

ります。 

 独立行政法人となって１２年を経過し、外部との連携強化を図り、より効果的、効率的、

機動的に業務を進め、当研究所に対する社会的な期待に的確かつタイムリーに応える所存で

あります。皆様方のご理解とご支援を宜しくお願い申し上げます。 

 交通安全環境研究所では、国の施策に直結した試験研究や自動車審査の業務等を通じて、安全で

環境に優しい交通社会の構築に向けて貢献していきます。 

 

 

 2.   基本情報 

 （1）法人の概要 

①法人の目的 

 独立行政法人交通安全環境研究所は、運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に係るも

のに関する試験、調査、研究及び開発等を行うことにより、陸上運送及び航空運送に関

する安全の確保、環境の保全及び燃料資源の有効な利用の確保を図ることを目的として

おります。（独立行政法人交通安全環境研究所法第３条） 

 

②業務内容 

 当法人は、独立行政法人交通安全環境研究所法第３条の目的を達成するため以下の業

務を行います。 

 １）運輸技術のうち陸上運送及び航空運送に関する安全の確保、環境の保全及び燃料

資源の有効な利用の確保に係るものに関する試験、調査、研究及び開発を行うこ

と。 

 ２）前号に掲げる業務に係る成果を普及すること。 

 ３）道路運送車両法第６３条の２第６項及び第６３条の３第５項の規定に基づき、自

動車及び自動車の装置が同法第４６条に規定する保安基準に適合していないお

それの原因が設計又は製作の過程にあるかどうか並びに同法第６３条の３第１

項及び第２項の規定による届出に係る改善措置の内容が適切であるかどうかの

技術的な検証を行うこと。 

 ４）道路運送車両法第７５条の４第１項の規定に基づき、自動車及び自動車の装置が

同法第４６条に規定する保安基準に適合するかどうかの審査を行うこと。 

 ５）前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 
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③沿革 

昭和２５年４月 運輸省の総合技術研究所として運輸技術研究所を設立 

昭和３８年４月 運輸技術研究所改組再編成により、船舶技術研究所設立 

昭和４５年７月 船舶技術研究所より分離し、交通安全公害研究所設立 

平成１３年１月 中央省庁再編により国土交通省交通安全公害研究所に移行 

平成１３年４月 独立行政法人交通安全環境研究所設立 

 

④設立根拠法 

 独立行政法人交通安全環境研究所法（平成１１年法律第２０７号） 

  

  ⑤主務大臣（主務省所管課等） 

 国土交通大臣（国土交通省自動車局技術政策課）  

 

⑥組織図 

      

 

 

                              

                                   

                               

                                                 

                              

                                            

 

 

 

 

 

 

(2)本社・支社等の住所 

調 布 本 所       : 東京都調布市深大寺東町７－４２－２７ 

 

自動車試験場  : 埼玉県熊谷市御稜威ケ原１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理  事  長 

監     事 理     事

企  画  室 

環境研究領域 

リコール技術検証部

自 動 車 審 査 部 

自動車試験場

自動車安全研究領域

交通システム研究領域

理     事

総  務  課 
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(3)資本金の状況                          （単位：円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

一般勘定 5,460,587,220 0 0 5,460,587,220

審査勘定 17,163,921,195 0 0 17,163,921,195

資本金合計 22,624,508,415 0 0 22,624,508,415

 

(4)役員の状況 （H25.6.1現在） 

役 職 氏  名 任期 主 な 経 歴 

 理事長 飯村 修 
自 平成25年4月 1日 

至 平成27年3月31日 

(前職)  

住金鉱業株式会社 代表取締役社長

 

当法人理事長に就任(H24.4.1付) 

当法人理事長に再任(H25.4.1付) 

 理 事 水間 毅 
自 平成25年4月 1日 

至 平成27年3月31日 

(前職)  

当法人 交通システム研究領域長 

 

当法人理事に就任(H23.4.1付) 

当法人理事に再任(H25.4.1付) 

 監 事 

（非常勤） 
長谷部 繁 

自 平成25年4月 1日 

至 平成27年3月31日 

公認会計士 

 

当法人監事に就任(H19.4.1付) 

当法人監事に再任 

   (H21.4.1付、H23.4.1付、 

          H25.4.1付) 

 監 事 

（非常勤） 
伊藤 正文 

自 平成25年4月 1日 

至 平成27年3月31日 

(株)ＴＮＣjapan 代表取締役社長 

 

当法人監事に就任(H23.4.1付) 

当法人監事に再任(H25.4.1付) 

     

    

(5)常勤職員の状況 

     常勤職員は平成２４年度末において９７人（前期末比３人減）であり、平均年齢 

は４０．７歳（前期末４０．３歳）となっている。このうち、国等からの出向者は   

４７人、民間からの出向者は０人です。 
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3. 簡潔に要約された財務諸表 

①貸借対照表 

                                     （単位：円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

流動資産 624,437,652 流動負債 637,924,108

現金・預金 108,310,178 運営費交付金債務 202,280,191

その他 516,127,474 その他 435,643,917

固定資産 13,906,757,741 固定負債 416,635,862

有形固定資産 13,905,884,665 資産見返負債 364,893,601

その他 873,076 長期リース債務 22,716,636

 環境対策引当金 29,025,625

 負債合計 1,054,559,970

 純資産の部 金額 

 資本金  

 政府出資金 22,624,508,415

 資本剰余金 ▲9,357,748,333

 利益剰余金 209,875,341

 純資産合計 13,476,635,423

資産合計 14,531,195,393 負債純資産合計 14,531,195,393
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②損益計算書  

                                     （単位：円） 

  金額 

経常費用(A) 2,106,476,299 

 研究業務費 1,018,747,175 

   人件費 496,343,538 

   減価償却費 173,435,012 

   その他 348,968,625 

 審査業務費 877,180,513 

   人件費 451,523,090 

   減価償却費 89,018,711 

   その他 336,638,712 

 一般管理費 208,799,109 

   人件費 152,901,452 

   減価償却費 8,594,237 

   その他 47,303,420 

  財務費用 1,733,304 

  雑損 16,198 

経常収益(B) 2,058,084,245 

  運営費交付金収益 1,365,110,087 

  自己収入等 525,648,239 

  その他 167,325,919 

臨時損益(C) 20,717,604 

その他調整額(D) 83,087,962 

当期総利益(B-A+C+D) 55,413,512 
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③キャッシュ・フロー計算書                      

                                                             （単位：円） 

  金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 57,684,031

 人件費支出 ▲1,201,547,409

 交付金収入 1,500,206,000

 自己収入等 548,263,095

 その他収入・支出 ▲789,237,655

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) ▲95,632,674

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) ▲37,486,488

Ⅳ資金増加額（又は減少額）(D=A+B+C) ▲75,435,131

Ⅴ資金期首残高(E) 183,745,309

Ⅵ資金期末残高(F=D+E) 108,310,178

 

④行政サービス実施コスト計算書                  

                                                             （単位：円） 

  
金額 

Ⅰ業務費用 1,542,218,861

  損益計算書上の費用 2,108,269,943

  （控除）自己収入等 ▲566,051,082

（その他の行政サービス実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 462,876,391

Ⅲ損益外減損損失相当額 1,050,000,000

Ⅳ損益外除売却差額相当額 7

Ⅴ引当外賞与見積額 8,189,360

Ⅵ引当外退職給付増加見積額 86,823,256

Ⅶ機会費用 78,135,806

Ⅷ行政サービス実施コスト 3,228,243,681
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■ 財務諸表の科目 

①貸借対照表 

・現 金 ・ 預 金：現金、預金 

・その他（流動資産）：未収金、棚卸資産、前払費用等 

・有 形 固 定 資 産：土地、建物、機械装置、車両、工具など独立行政法人が長期にわた

って使用または利用する有形の固定資産 

・その他（固定資産）：有形固定資産以外の長期資産で、電話加入権など具体的な形態を持

たない無形固定資産等 

・運営費交付金債務：独立行政法人の業務を実施するために国から交付された運営費交付

金のうち、未実施の部分に該当する債務残高 

・その他（流動負債）：未払金、未払費用、前受金等 

・資 産 見 返 負 債：運営費交付金などで取得した固定資産の未償却残高 

・長 期 リ ー ス 債 務：ファイナンスリース契約に基づく未払リース料のうち、期末日翌日

より１年を超えて支払う予定の金額 

・環 境 対 策 引 当 金：ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）に係る処分費用の見積額 

・政 府 出 資 金：国からの出資金であり、独立行政法人の財産的基礎を構成するもの 

・資 本 剰 余 金：国から交付された施設費などを財源として取得した資産で独立行政

法人の財産的基礎を構成するもの 

・利 益 剰 余 金：独立行政法人の業務に関連して発生した余剰金の累計額 

     

②損益計算書 

・業 務 費 ：独立行政法人の業務に要した費用 

・人 件 費 ：給与、賞与、法定福利費等、独立行政法人の職員等に要する経費 

・減 価 償 却 費：業務に要する固定資産の取得原価を、その耐用年数に渡って       

費用として配分する経費 

・その他（経常費用) ：研究材料費、保守・修繕費、水道光熱料等 

・財 務 費 用 ：利息の支払 

・運営費交付金収益 ：国からの運営費交付金のうち、当期の収益として認識した収益 

・自 己 収 入 等 ：受託収入などの収益 

・その他(経常収益) ：運営費交付金などで取得した固定資産の減価償却費相当額を戻し入

れたもの等 

・臨 時 損 益 ：固定資産の除却損等 

・そ の 他 調 整 額 ：前中期目標期間繰越積立金取崩額 
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③キャッシュ・フロー計算書 

・業務活動によるキャッシュ・フロー：独立行政法人の通常の業務の実施に係る資金の状態

を表し、サービスの提供等による収入、原材料、商

品又はサービスの購入による支出、人件費支出等が

該当 

・投資活動によるキャッシュ・フロー：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資

活動に係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券

の取得・売却等による収入・支出が該当 

・財務活動によるキャッシュ・フロー：増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還

及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達

及び返済などが該当 

      

④行政サービス実施コスト計算書 

・業 務 費 用：独立行政法人が実施する行政サービスコストのうち、独立行政 

                      法人の損益計算書に計上される費用 

・その他の行政サービス実施コスト：独立行政法人の損益計算書に計上されないが、行政サービスの実

施に費やされたと認められるコスト 

・損益外減価償却相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されて

いないものとして特定された資産の減価償却費相当額（損益計算

書には計上していないが、累計額は貸借対照表に記載されている） 

・損益外減損損失相当額：独立行政法人が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額（損益計算書には計上していないが、累

計額は貸借対照表に記載されている） 

・損益外除売却差額相当額：償却資産のうち、その減価に対応すべき収益の獲得が予定されな

いものとして特定された資産を除却あるいは売却した際の、当該

資産の残存簿価相当額 

・引 当 外 賞 与 見 積 額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の賞

与引当見積額（損益計算書には計上していないが仮に引き当てた

場合に計上したであろう賞与引当金見積額を貸借対照表に注記し

ている） 

・引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかな場合の退

職給付引当金増加見積額（損益計算書には計上していないが仮に

引き当てた場合に計上したであろう賞与引当金見積額を貸借対照

表に注記している） 

・機 会 費 用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃

貸した場合の本来負担すべき金額などが該当 
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4. 財務情報 

 (1)財務諸表の概況 

 ①経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務

データの経年比較・分析（内容・増減理由） 

 （経常費用） 

平成24年度の経常費用は2,106,476,299円と、前年度比235,887,616円減（10%減）とな

っている。 

これは退職手当が前年度比145,339,894円減（99%減）となったことが主な要因である。 

   (経常収益) 

平成24年度の経常収益は2,058,084,245円と、前年度比200,711,201円減（9%減）とな

っている。 

これは、運営費交付金収益が前年度比189,325,270円減（12%減）となったことが主な

要因である。 

 （当期総利益） 

上記経常損失に臨時損益及び前中期目標期間繰越積立金取崩額83,087,962円を加えた

結果、平成24年度の当期総利益は55,413,512円(前年度の当期総利益85,629,789円）と

なっている。 

 （資産） 

平成24年度末現在の資産合計は14,531,195,393円と、前年度比1,634,013,097円減（10%

減）となっている。 

これは、土地の減損により土地が前年度比1,050,000,000円減（10%減）となったこと

が主な要因である。 

 （負債） 

平成24年度末現在の負債合計は1,054,559,970円と、前年度比234,213,459円減（18%減）

となっている。 

これは、未払金が前年度比161,647,513円減（31%減）となったことが主な要因である。 

 （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成24年度の業務活動によるキャッシュ・フローは57,684,031円と、前年度比

71,917,284円減（55%減）となっている。 

これは、その他の業務支出が前年度比89,537,972円増（210%増）となったことが主な

要因である。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成24年度の投資活動によるキャッシュ・フローは▲95,632,674円と、前年度比

96,960,518円減（50%減）となっている。 

これは、有形固定資産の取得による支出が前年度比129,830,563円減（28%減）となっ

たことが主な要因である。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成24年度の財務活動によるキャッシュ・フローは▲37,486,488円と、前年度比

789,280円増（2%増）となっている。 

これは、リース債務の返済による支出が前年度比789,280円増（2%増）となったことが

主な要因である。 
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表 主要な財務データの経年比較  

   当法人の中期目標期間は以下のとおりです。 

第１期中期目標期間：平成１３年度～平成１７年度 

第２期中期目標期間：平成１８年度～平成２２年度 

第３期中期目標期間：平成２３年度～平成２７年度 

                                                                 （単位：円） 

区分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

経常費用 3,018,665,389 2,653,145,272 2,427,247,549 2,342,363,915 2,106,476,299

経常収益 2,895,931,363 2,535,987,411 2,311,732,196 2,258,795,446 2,058,084,245

当期総損益 62,345,336 ▲ 45,509,074 ▲ 109,485,640 85,629,789 55,413,512

資産 17,979,488,737 17,362,022,426 16,766,169,937 16,165,208,490 14,531,195,393

負債 1,904,663,834 1,779,676,168 1,599,210,416 1,288,773,429 1,054,559,970

利益剰余金（又は繰越欠損額） 638,462,865 498,226,962 381,696,177 237,549,791 209,875,341

業務活動によるキャッシュ・フロー 335,289,262 322,455,890 264,752,534 129,601,315 57,684,031

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 367,389,775 ▲ 238,978,447 ▲ 187,369,120 ▲ 192,593,192 ▲95,632,674

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 140,760,218 ▲ 39,025,369 ▲ 39,192,860 ▲ 36,697,208 ▲37,486,488

資金期末残高 200,791,766 245,243,840 283,434,394 183,745,309 108,310,178

 

 ②セグメント事業損益の経年比較・分析（内容・増減理由） 

  該当なし。 

 

  ③セグメント総資産の経年比較・分析（内容・増減理由） 

  該当なし。 

   

  ④目的積立金の申請及び取崩内容並びに前中期目標期間繰越積立金の取崩内容 

  イ 目的積立金の申請 

    平成24年度に生じた利益について、目的積立金の申請は行っていません。 

  ロ 平成24年度における前中期目標期間繰越積立金の取崩 

自己財源において取得した資産の減価償却費及び除却損相当額に充てるため

82,959,534円、前中期目標期間に計上した前払費用の費用化相当額として128,428

円を取り崩しました。その結果、平成24年度末における前中期目標期間繰越積立金

残高は68,832,040円です。 

 

⑤行政サービス実施コスト計算書の経年比較・分析（内容・増減理由） 

平成24年度行政サービス実施コストは3,228,243,681円と、前年度比824,180,823円増

（34%増）となっている。  

これは、損益外減損損失相当額が1,050,000,000円（前年度0円）計上されたことが主

な要因である。 
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表 行政サービス実施コストの経年比較                 

                                  （単位：円） 

区分 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

業務費用  2,000,105,842 1,960,274,296 1,989,329,604 1,816,887,592 1,542,218,861

 うち損益計算書上の費用 3,023,678,583 2,686,929,550 2,430,141,751 2,343,410,511 2,108,269,943

 うち自己収入等 ▲1,023,572,741 ▲726,655,254 ▲440,812,147 ▲526,522,919 ▲566,051,082

損益外減価償却相当額 496,657,508 526,470,849 495,809,091 482,769,531 462,876,391

損益外減損損失相当額 0 0 0 0 1,050,000,000

損益外除売却差額相当額 0 0 0 0 7

引当外賞与見積額 ▲2,634,559 ▲3,730,185 ▲3,646,228 ▲4,707,599 8,189,360

引当外退職給付増加見積額 ▲20,496,214 ▲67,590,421 ▲102,313,639 ▲36,375,477 86,823,256

機会費用 207,970,173 213,003,104 188,244,602 145,488,811 78,135,806

行政サービス実施コスト 2,681,602,750 2,628,427,643 2,567,423,430 2,404,062,858 3,228,243,681

  

 (2)施設等投資の状況（重要なもの） 

①当事業年度中に完成した主要施設等 

ハイブリッド・電子制御車両総合試験設備        43,627,500円 

歩行者脚部保護基準の導入に伴う試験設備の製造       99,590,353円 

エンジン審査棟の改修            4,977,000円 

ＮＲＴＣ（特殊自動車排出ガス試験法）導入に伴う試験設備の改造    11,025,000円 

 

②当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充     該当なし 

 

③当事業年度中に処分した主要施設等        該当なし 
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 (3)予算・決算の概況                                                                                                (単位：円) 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 

区分 
予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 

収入    

運営費 

  交付金 
1,731,157,000 1,731,157,000 1,762,215,000 1,762,215,000 1,569,527,000 1,569,527,000 1,676,167,000 1,676,167,000 1,573,941,000 1,501,125,000

補正予算による人件

費の減（一般勘定） 

法改正による減（審

査勘定） 

施設整備費   

  補助金 
430,261,000 406,867,808 359,164,000 224,487,064 321,861,000 319,492,245 165,174,000 230,457,050 164,285,000 159,219,853 契約差額による減 

 受託収入 1,525,773,000 860,666,752 921,493,000 690,576,474 921,493,000 412,242,571 498,274,000 485,949,419 498,274,000 507,179,596
政府／民間受託の

増 

 その他収入 0 30,859,288 0 27,829,377 0 28,569,576 0 40,573,500 0 36,534,432 資産貸付収入等 

計 3,687,191,000 3,029,550,848 3,042,872,000 2,705,107,915 2,812,881,000 2,329,831,392 2,339,615,000 2,433,146,969 2,236,500,000 2,204,058,881  

支出   

 業務経費 186,378,000 154,661,383 184,894,000 157,029,335 183,339,000 296,908,022 163,381,000 140,810,027 162,155,000 144,666,252
業務効率化による

執行額の減 

 審査経費 443,986,000 419,672,176 440,380,000 402,053,715 405,352,000 532,144,510 412,533,000 403,769,549 412,459,000 424,472,539 備消耗品費等の増 

 施設設備費 430,261,000 406,867,808 359,164,000 230,737,061 321,861,000 313,242,248 165,174,000 230,457,050 164,285,000 159,219,853 契約差額による減 

 受託経費 1,495,452,000 860,666,752 891,172,000 690,576,474 891,172,000 412,242,571 467,953,000 485,949,419 472,645,000 507,179,596
政府／民間受託の

増 

 一般管理費 107,465,000 97,017,283 103,874,000 95,669,784 101,588,000 74,894,689 92,340,000 61,040,321 90,399,000 64,659,930
業務効率化による

執行額の減 

 人件費 1,023,649,000 1,020,377,306 1,063,388,000 1,021,785,346 909,569,000 903,946,750 1,038,234,000 1,011,745,725 934,557,000 780,513,726 法改正による減 

計 3,687,191,000 2,959,262,708 3,042,872,000 2,597,851,715 2,812,881,000 2,533,378,790 2,339,615,000 2,333,772,091 2,236,500,000 2,080,711,896   

 

 

 



   13

 (4)経費削減及び効率化目標との関係 

  当法人においては、一般管理費(人件費、公租公課等の所要額計上を必要とする経費及

び特殊要因により増減する経費を除く。)について、中期目標期間中に見込まれる当該

経費総額（初年度の当該経費相当分に５を乗じた額。）を６％程度抑制することを目標

としている。 

 

5.事業の説明 

 (1)財源構造 

 当法人の経常収益は2,058,084,245円で、その内訳は、運営費交付金収益1,365,110,087

円（収益の66％）、政府受託収入285,924,206円（同14％)、その他受託収入221,255,390

円（同11％）、施設費収益18,468,643円（同1％）、資産見返負債戻入（減価償却費に

対応する非資金的利益）130,398,528円（同6％）、雑益36,927,391円（同2％）となっ

ています。 

 

  (2)財務データ及び業務実績報告書と関連付けた事業説明 

次世代大型低公害車の新技術を活用した車両開発等に関する事業 

特に大都市域での大気汚染への寄与率が大きい大型ディーゼル車については、有害排

出物を大幅に低減することが緊急の課題となっています。また、地球温暖化対策とし

て大型車からの二酸化炭素排出量の削減の推進、燃料価格高騰対策として安定的した

大型車用燃料を確保するための原油代替エネルギー利用を推進することも同様の課題

となっております。本事業は、これらの問題の解決に向けて大型車分野において、既

存のディーゼル車に代替可能で次世代の運輸エネルギーを使用し、環境性能を格段に

向上させた次世代大型車の技術開発、実用化及び普及を促進するため、産学官の連携

のもとに開発、試作、評価、実証試験等を行っています。事業の財源は、国土交通省

との受託契約によるものです。 

 

            

以上 
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